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Iは じめに

本稿の目的は、譲渡所得学説が租税裁判例に与えた影響を考察することであ

る。

譲渡所得(所 得税法33条1項)は 、所得税法の解釈における主要な論争領域

の 一つであり、キャピタル ・ゲインに対する課税の問題は、常に所得理論上や

租税制度論上の重要課題であると言われている(1)。今 日においても、譲渡所得

は学問上の課題だけではなく、司法試験でも頻繁に出題 されている重要論点で

もある(2。

譲渡所得の課税については、主に清算課税説(3)(増 加益清算説(4))と 言われ

る考え方によって説明がなされている。この清算課税説に対 しては、従来から

様々な学問上の批判や疑問が投げかけられているが(5)、後に述べるように実務

では清算課税説に従った租税裁判例が出され続けている。

租税裁判例すなわち実務を理論的に支えるのはいわゆる"学 説"と いうもの

であるが、学説 と裁判例 との関連性を考察することは、今後 自分 自身の研究活

動を行 うに当たっても、有益であると考える。税法学という法学はどのような

学問であるか、そのような学生時代から抱き続けていた素朴な疑問に対する自

答のきっかけになれば幸いである。

II民法規範 と譲渡 所得課税

ある税法の入門書に、次のような記述がある。曰く、「民法典に書いてある

とお りに贈与ができて七地取引ができる社会なんて、どこにもないのです」(6)

と。この主張の意味するところは、税金=租 税 というものが私的経済取引を中
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心 とす る人 々の様 々な活動 に大きな影響 を 与えてお り(7)、民 法にお ける法律関

係 を考察す る上で も税法的経済 リスクを考慮 に入れて法律効果 を検討 しな けれ

ばならない ことで あると思われ る。 これ を税法側か ら言えば、民法な ど私法 を

前提 と して、私的経済生活上の行為や 事実 をと り込ま ざるを得ない場合が多い

ので、税法 は程度 の差 はあれ宿命 的に私 法に依 存す る関係にあ る(8)と言 えるだ

ろ う。 さらに言 えば、民法 ・商法(会 社法)と 税法 との関係 は、公法 と私法 と

い う伝統的 な公法私法 二元論(9)と い う範疇 はあ りなが らも、一般 法 と特別法 と

の 関係 とい って も言い過 ぎではない(10)と思 われ る(11)。そ こで、本稿 はまず民

法規範 と譲渡所得課税の 関わ りについて記述す ることにす る。

譲渡所得の 「譲渡」 とは、国語辞典的意味 において 「権利 ・財産な どを他人

にゆず りわたす こと」だ と思われ る。財産な どを他 人に譲 り渡す際 に、対価 と

して金銭 などを譲 り受 ける、つ ま り自己の財産権 と相手の金銭所有権 との交換

で ある(12)場合 には、売 買契約 として民法555条 の 適用が私法的 には生 じること

になる。

民法555条 は 、 「売買 は、当事者の一方が ある財産権 を相手方 に移転す ること

を約 し、相 手方が これ に対 してその代金 を支払 うことを約す る ことによって、

そ の効 力を生ず る。」 と規定 している。 この売 買契約 の税法的表現 として譲渡

所得 とい う所得類型 が存 在 して いる。す なわ ち、所得税 法33条1項 は、 「譲渡

所得 とは、資産(13)の譲 渡(…)に よる所得 をい う。」 と規定 してい る。 典型的

には、個 人Aが 個人Bに 取得価格3,000万 円 の土地 を5,000万 円 で売 り渡 した場合 、

個人Aに 譲渡所得 が生 じる ことになっている。

所得税 法33条3項 は、 「譲 渡所得 の金額 は、…そ の年 中の当該所得 に係 る総

収入金 額か ら当該所得 の基 因 とな った資産 の取得 費及び その資 産の譲渡 に 要

した費用 の額の合 計額 を控除 し、そ の残額 の合計額(… 「譲渡 益」)か ら譲渡

所得 の特別 控除額 を控 除 した金額 とす る。」 と規定 してい る。例 えば譲 渡費用

が200万 円、譲渡所得 の特別控 除額 が50万 円(所 得税 法33条4項)だ った とす

れ ば、5,000万 円-(3,000万 円+200万 円)-50万 円=1,750万 円 とな る。 この際、

譲渡 され た財 産権 な どが、譲 渡人 の所 有(保 有)期 間5年 以 下か5年 超 か に

よって、短期譲 渡所得(所 得税法33条3項1号)(14)と 長 期譲渡所得(所 得 税法

33条3項2号 、同法22条2項2号)(15)に 区分 され る。 後者の長期譲渡所 得な ら
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ば、1,750万 円 の"2分 の1"で あ る875万 円 が 「譲 渡所得 の金額 」(所 得税法

21条1項1号 、22条2項1号 ・2号)と な る。保有期 間が5年 超 の長期譲渡所

得 は、租税政策 的措置 か ら"2分 の1"課 税 になっている(16)。

民法 における通 常の売買契約 を念頭 に置 くと、 ここまでの説明で充分 に法 的

議論 がな され る と思われ るが、"税 法の世界"に な るとさらに話が進んで ゆく。

それ は、譲渡 され た財産権 な どの種類 によって所得分類 が譲渡所得 ではない場

合が生 じるのである。

所 得税法33条2項 は、「次 に掲 げ る所得 は、譲渡所 得 に含 まれ ない もの とす

る。 一　 たな卸資産(…)の 譲渡 その他 営利 を 目的 として継続 的に行 なわれ

る資産 の譲渡 による所得 二 前 号に該 当す る もののほか、山林の伐採 又は

譲渡(17)に よ る所得」と規定す る。譲渡 された財産権が"山 林の伐採 による立木"

の場 合 には、そ の対 価は 山林所得(所 得 税法32条)と な り、"商 品な ど"を 譲

渡 した場 合(18)には 、その対価は事業所得(所 得税法27条)と な る(19)。

ところで民法555条 は 、 自己の財 産権 と相手の金銭所有権 との交換で あるが、

金 銭所有権以外 の財 産権の交換 について は、民法586条 に 「交換 は、 当事 者が

互 いに金銭 の所 有権 以外 の財産権 を移 転す る ことを約す る ことによって、その

効 力を生ず る。」 と規定 され ている(交 換契約)(20)。典 型 的には、個 人Aと 個人

Bは 、各々等価の土地 を有 してお り、 この不動産 を交換 したケー スを想定 でき

よ う。 この よ うなケー スでは、所得 税法58条(固 定資産 の交換 の場合 の譲渡

所得 の特例)(21)が適 用 され る場 合があ り、その際所得税 法33条 の譲渡所得 がな

かった もの とみな され る。

「譲渡」とい う通 常の国語 的意味か ら言 えば、今までは有償の もので あったが、

無償 による譲渡(贈 与=民 法549条)や 有償で も所得税法施行令169条 の 「資産

の譲渡 の時における価額 の2分 の1に 満 たない金額 」で対価 を受 ける"低 額譲

渡"の 場合少 し事情 が異なって くる(所 得税法59条1項 参 照)。

III譲 渡 所 得 課 税 の 主要 裁 判例 の判 決 理 由 と事 実 の概 要

ここでは、譲 渡所得に対す る課税の本質(22に 関す る裁判例 に絞 って記述 して

い く(23)。
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(1)最 高 裁 昭和43年10月31日判 決(24)は、 「譲渡所 得に対す る課税 は、原判 決

引用の第一審判決の説示す るよ うに、資産の値上 りによ りその資産の所

得者 に帰属す る増加 益 を所得 として、その資産が所有者の支配 を離れて

他 に移転す るの を機 会 に、 これ を清算 して課税す る趣 旨の もの と解すべ

き」 と判示 した。 いわ ゆる 「榎本家事件 」(25)と呼 ばれ る。 この事 実の概

要 は以下 の通 りであ る。Xが 本件 不動産1をMに 、本件不動産2をM雄

にそれぞれ贈 与 した(民 法549条)こ とで、Xに 譲 渡所得 があ る として

な され た ものであ る。そ もそ も本件 不動産 は、Xの 父親 で あるS吉 の所

有 であった。 昭和29年 にS吉 が死亡 した ことで、S吉 の妻(Xの 母親)で

あるK、S吉 とKの 子であ るU吉 ・S満・Xが相続 人(民 法887条1項 、890条)

と して共 同相 続(民 法898条)し た。 被相続 人 のS吉 は、そ の所 有財 産

の大 半をU吉 の妻で あるMに 遺贈(民 法964条)し て いた。Xら 共同相続

人 はその遺留分(民 法1028条)を 相続 したものであった。本件不動産 は、

遺留 分の一 部で あった。 これ を他 の相 続財 産 を含 めて遺 産分割(民 法

907条)を した結 果、XとS満 が共有(民 法249条)し たので ある。XとS

満 は、実家の財産が散逸す るの を避 ける 目的が あった。 しか し、相続放

棄(民 法939条)を す る と、全相続財産 は結局U吉 が取得す る ことになる。

このU吉 は、別居 して家業 を顧 みない状態 にあ るの で、U吉 に全相続 財

産 を取得 させ る ことは実家の存続 を危 くす る。 家業 に専念 しているU吉

の妻MやU吉 とMの 娘Aの 夫 で あるM雄 らの生活 に脅威 を与え る結果 と

なる と考 えた。そ こで、XとS満 が い ったんは相続 して、 これ をMとM

雄 に無償で贈与す ることにした。 これ に対 して被告税務署長は、原告の

昭和35年 分所得税 について、所得税額23万3610円 、 無 申告加 算税額5万

8250円 と決定(国 税通 則法25条)し た とい うこ とで ある(以 下、諸 手

続 は省 略)。 裁判結果 は、第1審(浦 和地判 昭和39年1月29日(26))は 一

部却下 ・一 部棄却で原告控訴 、控訴 審(東 京高判 昭和40年9月10日(27))

は棄 却で控訴人E告 、E告 審棄却で確定 した(28)。

(2)最 高 裁 昭和47年12月26日 判 決(29)は、 「本件課税 処分 は、本件 不動産上の

Aの 持 分の譲渡 による所得 を対 象 とす るもの であるが、一般 に、譲渡所

得 に対す る課税 は、資産の値上 りによ りその資産の所有者 に帰属す る増
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加益 を所得 として、その資産 が所有者 の支配 を離れ て他 に移転す るのを

機 会に、 これ を清 算 して課税す る趣 旨の もの と解 すべ きで ある ことは、

当裁判所 の判例 とす る ところである(… 昭和43年10月31日 第1小 法 廷判

決 …)。 したがつて、譲渡所得 の発生 には、必ず しも当該譲 渡が有償 で

あ ることを要せ ず、昭和40年 …改TE前 の 旧所得 税法(…)に お いては、

資産 の譲渡 が有償 である ときは同法9条1項8号 、無償 である ときは同

法5条 の2が 適 用 され る こととなるのであるが、前述 のよ うに、年 々に

蓄積 され た当該資産 の増加 益 が所有者 の支配 を離れ る機会 に一挙 に実現

した もの とみる建前 か ら、累進税 率の もとにおける租税負担 が大 となる

ので、法 は、その軽減 を図る 目的で、同法9条1項8号 の規 定によ り計

算 した金額 の合計金額 か ら15万 円を控 除 した金額 の10分 の5に 相 当す る

金額 をもつ て課税標 準 とした(同 条1項)の であ る。」 と判示 した。 い

わゆ る 「割賦弁済土地譲渡 事件 」(30)と呼 ばれ る。 この事実の概要 は以 下

の通 りである。Xの 被相続 人であ るSは 、T百貨店 に対 し、土地建物 を3,055

万2,000円 で 売渡 した(民 法505条)。 代金 は、契約成 立 日に手 附金(31)と

して100万 円、残金 を毎,月50万 円ず つ支払 を受 ける ことを約 束 した。Sは 、

100万 円 を受領 したが、 翌月死亡 した。Xは 、被 告課税 庁側 の指 示 に し

たがい、Sの 譲渡所得額 を売買代金全額で ある3,055万2,000円 と して同年

度所得税額 を算 出 して申告 した。 しか し、Sが 現実 に取得 し得た金額は、

手附金 と死 亡月分50万 円の合 計で ある150万 円 だ けなので、Xは 申告 を

誤 りとして更正 の請求(国 税通則法23条)を した。課税庁側 は、 これ を

却 下した うえ、譲 渡所得 金額1,347万9,841円 、所 得税 更正額607万1,890

円 とす る更正 を した。(以 下、諸手続は省 略)。 裁判結果 は、第1審(熊

本 地判昭和38年2月1日(32))は 請 求認容 で被告(課 税庁)控 訴 、控訴審(福

岡高判 昭和41年7月30日(33))は 原 判決取 消 ・被控訴 人(X)の 請 求棄却

で被控訴 人(X)上 告 、上告審棄却(X敗 訴)で 確定 した。

(3)最 高 裁 昭和50年5月270判 決(34)は、 財産 分 与として された不動 産 の譲

渡 は、譲渡所得 を生ず るもの として、課税の対象 とな ると判示 してい る。

いわゆ る 「名古屋 医師財産 分 与事件」(35)と呼 ばれ る。 この事実 の概 要は

以 下の通 りであ る。Xが 所 有 して いた宅地 とそ の地 上建物 をKに 譲渡 し
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た。これはXとKと の問の離婚等調停事件の調停が成立 し、その調停の

結果財産分与(36)として譲渡 したものである。これ ら各不動産の譲渡に

よってXは 何等の所得も得ていないのにもかかわらず、課税庁側は譲渡

所得の申告がなされていない とXに 増額更正処分をした。(以 下、諸手

続は省略)。裁判結果は、第1審(名 古屋地裁昭和45年4月11日 判決(37))

は棄却で原告控訴、控訴審(名古 屋高裁昭和46年10月28日 判決(38))は

棄却で控訴人E告 、E告 審棄却で確定 した。

譲渡所得に対する課税の最高裁におけるリーディングケースは、以上の3つ

であると思われる。興味深い事実として、昭和43年判 決を昭和47年判 決が理中

中の判断で引用 し、昭和47年 判決を昭和50年 判決が理由中の判断で引用すると

いう現象が行われている。このようにいわば"既成事実化"されることによって、

清算課税説と考え方が租税裁判実務の中で醸成されてきたと言えるだろう。現

在でも租税裁判実務では、清算課税説を採用 している。例えば、いわゆる 「川

之江市井地山造成地事件」(39)と呼ばれる松山地裁平成3年4月18日 判決(40)は、

「土地等の資産の譲渡による所得が譲渡所得として課税の対象にされているの

は(所 得税法33条1項)、 資産の値上がりによりその資産の所有者に帰属する

増加益を所得として、その資産の所有者が支配を離れて他に移転するのを機会

に、これを清算 して課税する趣旨のものである(最 高裁判所…昭和50年5月27

0… 民集29巻5号641頁 以下)。」 と判示 した。

ただし、「榎本家事件」のような民法上の贈与契約に基因する無償の譲渡へ

の所得課税は、現行法では解消されている。

筆者 が所 有 してい る旧所 得税 法(昭 和23年3月31日 法 律27号)(41)5条

の2第1項(時 価による譲渡とみなす場合)は 、次のように規定していた。

「遺贈(包 括遺贈及び相続人に対する遺贈を除く。)又 は贈与(相 続人に対す

る贈 与で被相続人たる贈 与者の死亡に因り効力を生ずるものを除く。)に 因 り

第9条 第1項 第7号 又は第8号 に規定する資産の移転があった場合において

は、遺贈又は贈 与の時において、その時の価額により、同項第7号 又は第8号

に規定する資産の譲渡があったものとみなして、この法律を適用する。」旧所

得税法9条1項7号 は現行法32条 の山林所得であ り、8号 は現行法33条 の譲渡

所得である。
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これに対 して、現在の所得税法第59条 第1項 は、次のように規定している

「次に掲げる事由により居住者の有する山林(事 業所得の基因となるものを

除く。)又 は譲渡所得の基因となる資産の移転があった 場合には、その者の山

林所得の金額、譲渡所得の金額又は雑所得の金額の計算については、その事由

が生じた時に、その時における価額に相当する金額により、これ らの資産の譲

渡があったものとみなす。

一 贈 与(法人に対するものに限る。)又は相続(限定 承認に係るものに限る。)

若 しくは遺贈(法 人に対するもの及び個人に対する包括遺贈のうち限定

承認に係る挙)のに限る。)

二 著しく低い価額の対価 として政令で定める額による譲渡(法 人に対する

ものに限る。)」

現行法 と旧所得税法第5条 の2第1項 とを対比すれば、括弧書によって 「個

人から法人に対する贈 与」に限定 されているので、「個人から個人に対する贈 与」

には譲渡所得課税が適用されなくなったのである。

なお、贈 与を受けた受贈者が第三者に対 して売却すれば、譲渡所得が発生す

ることになる。所得税法第60条 第1項 は、次のように規定している。

「居住者が次に掲げる事由により取得 した前条第一項に規定す る資産を譲渡

した場合における事業所得の金額、山林所得の金額、譲渡所得の金額又は雑所

得の金額の計算については、その者が引き続きこれを所有 していたものとみな

す。一 贈与、相続(限 定承認に係るものを除 く。)又 は遺贈(包 括遺贈のう

ち限定承認に係るものを除く。)」

結局、贈与の場合には、贈与者の課税は繰延べ られ、受贈者は贈与者が所有

者であった期間の増加益を含めて清算(課 税)す る法システムになっている。

IV譲渡所 得学 説における"通 説"と"有 力説"

清算課税説に対 しては、実務家から批判の声が上がった。

いわゆる 「名古屋医師財産分与事件」の訴訟代理人であった竹 下重人弁護士

は、「榎本家事件」の第1審 である浦和地裁昭和39年1月29日 判決に対 して 「国

民は自己の有する資産を有償でなければ譲渡 してはならない義務を負 うのもで
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はなく、無償譲渡をしたために納税資金の引当てとなるべき対価を取得しない

者にまで納税を強制することとなる上記のような 『みな し譲渡』の規定は、税

制の面から私的取引の自由を制限することとなる不合理なものといわなければ

ならない」(42)とし、「割賦弁済土地譲渡事件」の控訴審である福岡高裁昭和41

年7月30日 判決に対 しても 「われわれは、譲渡所得の本質を理解するために、

抽象的なキャピタル ・ゲイン論からではなく、実定法の具体的検討から始めな

ければならないと考える」(43)と批判する。

結論 として、譲渡所得に対す る課税を次 のように解 した。「(所得税法36

条1項 の)『収入すべき』とは、経済取引上はそれだけの値打ちがあるとい う

意味での客観的価額などをい うのではなく、法律上の権利として取得すること

のできるもの、譲渡所得に関していえば、契約、行政処分、執行行為、法律の

規定等によって、譲渡資産の対価として定められたものをい うことは明らかで

ある。すなわち(所 得税)法33条 にい う資産の譲渡は対価を伴 う有償譲渡を規

定 したものと解釈すべきものである。譲渡所得は、本質的に、対価を伴 うか否

かを問わないとする前記裁判例の考え方は実定法に根拠 を有 しない独断であ

る。」(44)

つまり、所得税法33条1項 は、他の所得分類(利 子 ・配 当 ・不動産 ・事業 ・

給与 ・退職 ・山林 ・一時 ・雑)と 同じ規定として収入金額を定める所得税法36

条1項 に絡めて有償 による譲渡を規定 したものであると解するのである。ただ

し、所得税法36条1項 の 「別段の定め」の一つ として所得税法59条1項 がある。

この規定の立法政策上の適否はともかく、無償譲渡の場合でも譲渡所得として

課税する規定であるが、資産の時価がその資産の取得 ・維持 ・譲渡のために支

出した金額を超える部分であることは、有償の譲渡所得の場合と異ならないと

主張されているのである。

このよ うな考え方は、譲渡益説(45)(譲渡益所得説(46))と 呼ばれている。譲

渡益説に与する論者には、水野武夫弁護士(47)、田中治教授(48)などがいる。

なお、「譲渡所得課税をめぐる問題に対 して、司法上 または立法上 、具体的

な対応をとる場合には、課税の しくみを説明するにすぎない増加益清算課税説

はその論理的根拠にはな りえないものと考える」(49)として、清算課税説の意義

及び射程範囲の再考を主張する論者もいる。
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これ に対 して、清算課税説 が学説 的に も"通 説"で ある原 因は、金子宏 教授

の影響 であるこ とは疑 いの余地がないだろ う。 日本 における税法 の代表 的な体

系書において、金子 教授 は次 のよ うに記述す る。 「(譲渡所得 の)本 質 は、キャ

ピタル ・ゲイ ン(capital gains)、 す なわ ち所 有資産 の価値 の増加 益で あって、

譲 渡所得 に対す る課 税 は、資産が譲渡 によって所有 者の手 を離れ るの を機 会

に、その所 有期 間中の増加 益を清 算 して課税 しよ うとす るものである(最 判昭

和43年10月31日月 報14巻12号1442頁 、最判 昭和47年12月26日 民集26巻10号2083

頁)」(50)と。

譲渡所得 を課税対象 とす る ことへ の反対論①譲渡所得 は所得 ではない②譲渡

所得 は物価 上昇 による資産価 値の名 目的増加 にす ぎない③資産 を所有者 の手に

封 じ込め る効果(lock-in effect)な い し凍結す る効果(freezing effect)を も ち、

国民経 済上好ま しくないな どの批 判を、それ ぞれ斥 けている。 これ は 「所得税

とキ ャピタル ・ゲイ ン」(初 出 ・租税法研 究3号 ・1975年)と い う論 文で詳細

に論 じられ ている(51)。

金 子説 は、租税論 における所得概念 が所得源泉説(制 限的所得概念)か ら純

資産増加 説(包 括 的所得概念)へ の移行 、純資産増加 説における所得 が納税者

の担税 力を増加 させ るす べての利得 である ことを丹念 に論 じた 「租税法 におけ

る所得概念 の構成 」(52)(初出1966年 ・1968年 ・1975年)を 前提 に、キャ ピタル ・

ゲインへ の課税 を主張 され ている。 無償譲渡 の課税 については、 「所得税法は、

資産 の譲渡 によ り収入 として実現 したキャ ピタル ・ゲインに対 してのみ課税す

る ことを原則 としているが、例外 的に、一定の無償 の譲渡(法 人 に対す る贈 与

および遺贈 、限定承 認にかかる相続 および包括遺贈)ま たは著 しく低 い対価 に

よる法人へ の譲渡 があった場合 には、時価 による譲渡 があった もの とみな して

い る(59条)。 これは 『み な し譲渡 』 と呼 ばれ るが、未実現 のキ ャピタル ・ゲ

インに対す る課税 の例 であって、キャ ピタル ・ゲインに対す る無限の課税繰延

を防止 す る ことを 目的 としている。未 実現 のキャ ピタル ・ゲインも理論 上は所

得 であ るか ら、それ に対す る課 税は、所得税 の性質 を失 うもので はない」(53)と

記述す る。 ただ、いわゆる譲渡益 説へ の批 判は され ていない。 これ は不思議な

ことである。 見解 の相違 とされ ているだろ うか。

なお、清算課税 説に与す る と思 われ る論者 で も、「裁判例 は、判示の文言 の
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上で は清算課税説 を採用 し続 けてい るが、… ゴル フ会員権贈 与事件や土地改良

区決済金 事件な どで示 され た判断 を、『譲 渡 によって納税者が得 た(手 もとに

残 った)所 得 はい くらか』とい う点 を重視 した もの と理解す るな らば、一定程度 、

譲渡益 説へ の傾 き を示 してい る とも考 え られ る点 には注意が必 要で ある。」(54)

と記 述 して いる。在野の実務家が疑問 を投 げか けた譲渡益説が、一定程度立法

や裁判例へ影響 を与 えたので はないだ ろ うか。

Vお わ りに

これ まで、譲渡所得 に関す る裁判例 と主要学説 を素材 にして、所得税法解釈

の傾 向を見て きた。 いわ ゆる清算課税説 については、裁判例すなわ ち実務が主

導 して きた考 えで あったが、有力学者がその考 え方 に対 して理論的根拠 を与 え

て しまった感が ある。それ によって清算課税説が通説 にな って しま った ことは

否 めない。す なわ ち、譲渡所得学説 にお ける通説は、他説 との論争 に打 ち勝 っ

て通説の地位 を得た訳で は決 してな く、実務の理論的支柱 に納ま ることによっ

て通説の地位 を得た と解 して も言い過 ぎではない と思われ る。その一方で、清

算課税説への批判 ・再考 を促す有力説 にも、現行の所得税法解釈の体系的説明

が完全 に出来て いるのか とい う疑問 も生 じる。包括的所得概念か ら清算課税説

へ と繋が ってい る通説 に代わ る考 え方 を打 ち出せ るのかが、今後の学問的課題

になるので あろ う。その意味で通説 を簡単 に賛美す ることな く、理論的 に"対

話"す ることが税法学者 と しての役 目ではないか と考 える。

〈注〉

(1)黒 川功 「譲渡所得学説と税法解釈学の方法論(1)」 税理28巻9号(1985年)115頁 。

(2)近 年 では出題がなされていないが、平成18年 度第1問 、平成19年 度第1問 、平成

20年 度第1問 と出題がなされた。

(3)佐 藤英明 『スタンダー ド所得税法 〔補正2版 〕』(弘 文堂 ・2011年)83頁 。

(4)大 塚正民 「みなし譲渡制度に関するシャウプ勧告とアメリカ税制との関連(1)」 税

法学306号(1976年)21頁 。 なお、同 「みな し譲渡制度に関するシャウプ勧告とア

メリカ税制との関連(2・ 完)」 税法学307号(1976年)1頁 参照。
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(5)黒 川 ・前掲注(1)115頁 。

(6)佐 藤英明 『プレップ租税法[第2版]』(弘 文堂、2010年)10頁 。

(7)佐 藤 ・前掲注(6)11頁 。

(8)金 子宏 「租税法と私法－借用概念及び租税回避について－」『租税法理論の形成と

解明　上巻』(有 斐閣、2010年)385頁 。

(9)関 哲 夫 『要説行政法 〔新訂版〕』(酒 井書店 ・2005年)9頁 以 下参照。

(10)北 野 弘久 『現代企業税法論』(岩 波書店、1994年)34頁 。

(11)円 中二郎 『行政法総論』(有 斐閣 ・1957年)110頁 は、「私法上の関係が、行政法上

の制限に服す るとか、行政作用の結果として種々の私法的効果が発生するとかの

例は極めて多い。殊に、従来、完全に私法が支配 していた私経済生活の分野に対

する国家の権力的統制その他の権力的介入が近時とみに拡大する傾向にあ り、そ

れだけ、私法と行政法 との交渉 し合い関連し合 う場が広汎にわたるようになった。

そ して、今 日では、私法 と行政法 とが一つの法律関係の中に融合 して現れ、そこ

に新 らしい法の部門が形成される傾向がある」と指摘 していた。経済法 ・労働法 ・

社会法 ・企業法をその具体例とする。田 中博士 が、ここに(租)税 法を加 えてお

られないのは、意図的なのか否かは判然としない。 しかし、金 子教授の見解など、

いわゆる東大学派の諸先生方の見解を参照 しても、私法 と行政法が融合する分野

に税法を加えても問題ないと思われる。

(12)我 妻榮 『債権各論中巻一(民 法講義V2)』(岩 波書店 ・1957年)239頁 参照。

(13)所 得 税基本通達33-1は 、「譲渡所得の基因となる資産 とは、法第33条 第2項 各号

に規定する資産及び金銭債権以外の一切の資産をいい、当該資産には、借家権又

は行政官庁の許可、認可、割当て等により発生した事実上の権利 も含まれる。」と

する。なお、伊川正樹 「譲渡所得の基因となる 『資産』概念－ 増加益清算課税説

の門考－ 」名城法学57巻1・2号(2007年)141頁 参照。

(14)た だ し、「短期譲渡所得の課税の特例」が、租税特別措置法32条 に規定されている。

(15)た だ し、「長期譲渡所得の課税の特例」が、租税特別措置法31条 以下に規定されて

いる。

(16)池 本征男 『所得税法 理論 と計算 〔6訂版〕』(税 務経理協会 ・2010年)92頁 ～93頁

は、「譲渡所得に対する課税は、保有期間中における資産の値上 がり益(キ ャピタル・

ゲイン)に ついて、その資産が売買等により所有者の支配を離れて他に移転する
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機会に、その保有期間中の値上 がり益に相当する所得の実現があったものとして

一時に課税するものであ り
、その発生形態が非同帰的、不規則的であることから、

継続的に発生する所得との担税力の差を考慮して、長期保有の資産に係る譲渡所

得に対 しては、超過累進税率を緩和するために2分 の1課 税とされ るなどの措置

がとられている」と説明する。

(17)名 古屋高判昭和48年11月30日 税 務訴訟資料71号1057頁 は、所得税法33条2項1号

にい う 「営利 を目的 として継続的に行われる資産の譲渡による所得」に当るかど

うかは、(1)譲 渡人の既往における資産の売買同数、数量または金額および売買の

相手力、(2)売 買 のための資金繰 り、(3)売 買を行 うための施設、売買に当っての

広告、宣伝 等の方法、(4)そ の譲渡に係る資産の取得および保有の状況等を総合し

て判断するのが妥当であると判示している。なお、本件の評釈 としては、中川一郎・

シュトイエル141号(1973年)1頁 がある。

(18)不 動産業者が販売用に所有する土地・建物など不動産は、その業者にとって"商 品"

となるので、その不動産を売買したことによって得た対価は事業所得に該当する。

ただ し、所得税基本通達33-3は 、所得税法33条2項1号 の事業所得に該当す る

ような譲渡であっても、そもそも販売の目的で取得 したもので、極めて長期間(お

おむね10年 以上)引 き続き所有していた不動産の譲渡による所得は、譲渡所得に

該当す るもの とす る、また、所得税基本通達33-5は 、事業所得に該 当する場合

であっても、その区画形質の変更等に係る土地が極めて長期間引き続 き所有 され

ていたものであるときは、その七地の譲渡による所得の うち、区画形質の変更等

による利益に対応する部分は事業所得 とし、その他の部分は譲渡所得として差し

支えないとする。 この点に関して、東京高判昭和48年5月31目 行政事件裁判例集

24巻4・5号465頁 は、「所得税法は、ひとしく資産の譲渡によって生じた所得であっ

ても、 これを課税の対象とする場合、税負担の衡平を図る見地から 一律の取扱を

することなく、概 して臨時的、偶発的に発生する所得については、経常的、計画

的に発生する所得に比較 して担税力において劣るところか ら、これを譲渡所得と

して、経常的、計画的に発生する所得と区別 して課税の対象としているのである。

これに反 し、同 じく資産の譲渡による所得であっても、経常的、計画的に発生す

るものは、所得税法上 譲渡所得には該当しないものとされているのであって 、同

法第33条 第2項 第1号 が、…いわゆるたな卸資産の譲渡その他営利を目的 として
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継続的に行われ る資産の譲渡による所得を譲渡所得か ら除外しているのは、右の

趣旨を示すものである。例えば、不動産業者が転売の口的で他から取得 した 七地

はまさしく右にいわゆるたな卸資産であって、これが分譲によつて得 られる所得

は、譲渡所得には該当せず、同法第27条 に定める事業所得 として課税上譲渡所得

とは別箇の取扱がされるのである。」と判示する。なお、社会通念に照らし事業と

み られない場合には、事業所得ではなく雑所得に該当することになる。名古屋高

裁金沢支部判決昭和43年2月28日 行政事件裁判例集19巻1・2号297頁 、 東京地判

昭和48年7月18日 税務訴訟資料70号637頁 、最判昭和56年4月24日 最 高裁判所民事

判例集35巻3号672頁 な ど参照。

(19)東 京地判昭和31年6月23日 行政事件裁判例集7巻6号1528頁 は、譲渡所得 とは、

山林所得ならびに営利を目的とする継続的行為により生 じた所得を除いた不動産、

動産その他の資産の譲渡による所得をい うものであるから、佃人経営の印刷業を

自己の主宰す る会社組織に移行させる目的で同族会社を設立し、営業用動産を右

会社に売却 した行為は、営利の 口的もなく、かつその性質上継続的行為でもない

から、右売却による譲渡の対価は、譲渡所得であると判示す る。高松高判昭和31

年10月20目 最 高裁判所民事判例集14巻11号2370頁 は、山林所得 とは、山 林経営に

よる所得を指すもの と解 されているので、山林経営の実を伴わない場合の山林立

木の譲渡による所得は、特段の事情のない限り、いわゆる譲渡所得に該当するも

のと解するを相 当とすると判示 した。高松高判の上告審である最判昭和35年9月

30日 最 高裁判所民事判例集14巻11号2330頁 も、山 林を買受け2年11月 後 に譲渡 し

た場合でも、その間 山林経営の実体がない場合は、右譲渡による所得は山林所得

ではなく譲渡所得 と解すべきであると控訴審判決を維持 した。

(20)我 妻 ・前掲注(12)340頁 は、「交換は、歴史的には、おそらく売買より先に発達 し

たものであろう。然 し、貨幣経済の発達した今日 では、需要供給の調和をはかる

制度 としての社会的採用は少い。ただ、特殊の場合に、物資の利用者相互の間の

配分を合理的にするために特別の意義を有することがあるに過 ぎない。」と半世紀

前に記述 している。池田真朗 『新標準講義　民法債権各論』(慶応義塾大学出版会・

2010年)90頁 も 「交換は、物 と物 とを交換す る契約で、おそ らく歴史的には最も

早く成立 した契約形態だと思われる(こ れが貨幣経済の発達に伴って物 と金銭と

で交換をするようになるのが売買である)。今ではこの契約が行われることは少な
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くなったが、それでも当然存在する。」と記述している。

(21)所 得税法58条 は、「居住者が、各年において、1年 以上有 していた固定資産で次の

各号に掲げるものをそれぞれ他の者が1年 以上有 していた固定資産で当該各号に

掲げるものと交換 し、その交換により取得 した当該各号に掲げる資産をその交換

により譲渡した当該各号に掲げる資産の譲渡の直前の用途と同一の用途に供 した

場合には、第33条 の規定の適用については、当該譲渡資産の譲渡がなかっ たもの

とみなす。一 土地　二 建物　 三 機械及び装置　 四 船舶　五 鉱業権」と

規定する。

(22)竹下 重人 「譲渡所得課税の二、三の問題点」シュ トイエル100号(1970年)107頁 が、「わ

が国の所得税法上の譲渡所得の本質に言及 した裁判例 としてつぎのようなものが

み られ る」として採 り上げた浦和地判昭和39年1月29日 と福岡高判昭和41年7月

30日 は、いずれも譲渡所得課税における重要裁判例の下級審である。

(23)い わ ゆる 「榎本家事件」以前の譲渡所得に関する税務訴訟の代表的なものを掲げ

てお く。 これらの特色は、学説の引用 もあま りなく、単に現行の所得税法33条 と

36条 の要件に該当するか、が争点となっていたようである.

(1)名古屋地判昭和35年9月30円(訟 務月報6巻11号2196頁)は 、自己の有する不

動産をもって他人の債務の代物弁済として譲渡 した場合の譲渡価額は、他人が受

けた利益ではなく、右不動産の価額であると判示する。 この事実の概要は以下の

通 りである。原告2名 は、あるA会 社の重役であったが、A会 社がB会 社に対し当

時1101万40円 の債務を負担していた。原告等はこの債務を整理するために、原告a

は 自分が所有する不動産を、原告bは 自分が所有する不動産を、それぞれA会 社に

売渡 し、A会 社はこれをB会 社に対する債務の代物弁済(民 法482条)と してB会 社

に譲渡した。原告aは 自分の不動産を480万 円でA会 社に売渡 し、その売買代金中

355万7373円 については、原告aがA会 社に対し同額の債務 を負担 していたのでこ

れと対等額において相殺(民 法505条)し 、その残額約124万 円を受領 した。原告b

は 自分の不動産をA会 社に対し176万 円で売渡し、その売買代金中68万4045円 につ

いては原告bがA会 社に対 し同額の債務を負担 していたのでこれと対等額において

相殺 し、その残額約107万 円を受領 した。これに対して、所轄税務署長は、原告等

が不動産をB会 社に対 し1101万40円 で売渡 したものと認定して、原告aに 対し123万

4490円 、原告bに 対 し7万3050円 の納税義務ある旨の更正決定をした。原告等は、
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所轄税務署長に対し当時の再調査請求した ところ棄却などをされたので、更正決

定は違法であり、これを維持した審査決定も違法であるとして、取消訴訟 を提起

した。裁判結果は、原告の請求認容で確定 した。

(2)最高裁昭和36年10月13日 判決(最 高裁判所民事判例集15巻9号2332頁)は 、当

時の所得税法9条1項8号(現 行の所得税法33条 に相当)の 「資産の譲渡に因る

所得」の 「総収入金額」とは、「譲渡資産の客観的な価額を指すものではなく、具

体的場合における現実の収入金額を指すものと解するのが相当である。」 と判示

した。控訴審である東京高裁昭和34年12月26日 判 決(最 高裁判所民事判例集15

巻9号2353頁)は 、「およそ抵当権によって担保 され土 地を売買するに当つては、

その売買価格は諸種の要素によって決せられるにせよ、 一般的にはその抵 当債務

の額、買主が抵当権実行によって当該不動産の所有権を失 うべき危険性等を考慮

に入れた上、何等の負担なかりせばその土地の有すべき客観的価格より減額され

て決せられるのであるが、かくして決定せられた売却価格そのものを以て、譲渡

所得に関する所得税法第9条 第1項 第8号 にい う 『総収入金額』に該当するもの

と解すべきである。従ってその売買代金より更に被担保債権額を控除したものを

以て、『総収入金額』 と認めるべきではない。」 と判示した。この事実の概要は以

下の通 りである.原 告は、A会 社に対し、自分の所有する土地を、抵当権を抹消 し

て所有権移転登記と引渡をする約定で代金560万 円をもって売渡した。しか し原告

は、被 告である所轄税務署長から不動産譲渡による所得 申告をするように懲慂 ・

指示を受けた。その指示によれば、売買代金中土地 の再評価価額154万2200円 、及

び当時の租税特別措置法18条(現 行の35条)に よる買換資産買人価格等153万6326

円(原 告が 七地の買換 として取得 したの建物代金150刀 円及びこれに付随する諸費

用3万6326円 の合計)を 控除した上、譲渡所得金額252万1474円 であるとした。さ

らに当時の特別控除15万 円を控除し、その10分 の5に 相当するll8万5737円 を所得

金額 として、これか ら当時の概算所得控除その他各控除合計13万6000円 を差引い

た残額104万9700円 を課税される所得金額、その税額47万2365円 とのこと。原告は

この指示通 りに確定申告をした。 しか し、本件売却不動産については、B会 社が、

C相 互銀行に対 して負担する極度額300万 円の債務のため根抵当権を設定 していた。

原告は、買主のA会 社から、売買代金の内300万 円の前払を うけ、これをC相 互銀

行に支払い、抵当権設定登記を抹消 した上、所有権移転登記手続をした。 これに
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よって原告の譲渡所得額は、被告の指示 した252万1474円 か ら、さらに根抵当権設

定登記抹消のために支払った300万 円を控除した残額とならなければならないもの

で、結局譲渡所得額はなかったことになる。原告は、確定申告後、申告額が誤っ

ていたことに気付いた。被告に対し、譲渡所得税額につき更正請求の申立をしたが、

更正請求棄却の決定を うけた。さらに東京国税局長に対 し、審査の請求をしたが、

請求を棄却された。原告は、所得税の確定申告による譲渡所得は存在しないもの

であるから、申告は当然無効であ り、原告には所得税法に定める納税義務がない

として、取消判決を求めるため出訴に及んだ。裁判結果は、第 一審(横 浜地判昭

和33年11月28日 最 高裁判所民事判例集15巻9号2346頁)一 部却下 ・一部棄却で原

告控訴、控訴審棄却で控訴人上告、上告審棄却で確定した。本件の主な評釈として、

田中真次・法曹時報13巻12号(1961年)116頁 、浦谷清 ・民商法雑誌46巻4号(1962

年)156頁 、須貝脩 一・シュトイエル5号(1962年)22頁 、北野弘久 『租税判例百

選』(有 斐閣・1968年)76頁 、泉水一・税経通信33巻14号(1978年)164頁 、一杉直 ・

税経通信39巻15号(1984年)114頁 な どがある。

(3)大 阪高裁昭和38年9月23日 判決(税 務訴訟資料37号840頁)は 、譲渡所得は、

資産の譲渡により利得が何 らかの形で実現 し、もしくは実現されたとみなされる

場合にのみ発生し、等価物の交換からは譲渡による所得は発生 しないとの主張は、

所得税法の規定に反する独 自の見解であって採用できない と判示した。この事実

の概要は以 下の通 りである。Y税 務署長は、XがK不 動産との間で、X所 有の土地

とK不 動産所有のt地 との交換契約を締結 したことにより、Xに 譲渡所得があると

して課税処分をした。 しか し、Xの 交換契約の相手力はK不 動産ではなく、K鉄 道

会社であって、当時の租税特別措置法16条 の規定が適用されるべきであり、本件

交換契約にかかわらず、土地の譲渡はなかったものとみなされるから、Xに は譲渡

所得は発生 しないとして、当時の審査請求を経て出訴 した。本件控訴審においてX

側は、「本件土地交換契約によって、控訴人には譲渡による所得はない。所得税に

おける所得の意義如何については、いわゆる(1)所 得源泉説 と(2)純 資産増加説と

が主たるもので、前者は、一定期間における各種の勤労、事業、資産より生ずる

継続的な収入か ら、それを得るための必要経費を控除した残額を所得とする考え

方であり、後者は、一定期間内における財産増加の総額からその期間の財産減少

額を控除した残額を所得とする考え方で、資産の売却または交換による利得 も課
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税の対象となるのであり、わが国の所得税法は大体において(2)の 純資産増加説を

採っている。そして、これによれば、譲渡所得の課税対象は資産の移転によって

利得がなんらかの形で実現 され、もしくは実現 されたとみなされる場合でなけれ

ばならず、控訴人は本件土 地の譲渡によりなんらの利得をえていないから、譲渡

所得を課せ られる理由はない。」 と主張 した。 この主張に対 して大阪高裁は、「現

行所得税法上 『所得』の意義は明確にされてお らず、その意義については控訴人

主張のような諸学説がその代表的なものであって 、所得税法が原則的には所得源

泉説に拠 りながら、純資産増加説に接近しつつある点は、 一般に承認 されている

ところである。 しか しながら、右学説は、い うまでもなく実定法上 のものではな

いから、これ ら学説をもって直ちに税法上の所得の概念を決定することはできな

い.要 は、所得税法 自体の諸規定よりこれを明らかにするほかない。 ところで、

所得税法(昭 和30年 当時施行のもの)第9条 第8号 によれば、資産の譲渡による

所得とは、その年中の総収入金額から当該資産の取得価格、設備費、改良費、及

び譲渡に関する経費を控除した金額 と明定されてお り、右譲渡所得の計算規定自

体が同所得の意義を定めているのであって 、譲渡所得は、資産の譲渡により利得

がなんらかの形で実現 し、もしくは実現された とみなされる場合でなければ発生

しないとの控訴人の主張は、前記所得税法の規定に反する独 自の見解であって採

るをえない。」としてX側 の 主張を斥けた。裁判結果は、第 一審(大 阪地判昭和35

年12月23日 行政事件裁判例集11巻12号3330頁)棄 却で原告控訴、控訴審棄却で控

訴人上告、上告審不受理(大 阪高決昭和38年12月18日 税務訴訟資料37号1200頁)

で確定した。今回筆者が調べたところによれば、この大阪高裁の裁判において初

めて譲渡所得関連の税務訴訟において、所得の意義における所得源泉説と純資産

増加説ではあるけれ ども、学説の引用がなされている。

(4)最高裁昭和40年9月24目 判決(最 高裁判所民事判例集19巻6号1688頁)は 、「代

位弁済による求償権は、代金納付後、担保権者に代金交付がなされることにより、

その代位弁済的効果 として発生する権利であって、所論のごとく、競売の対価た

る性質を有す るものではない。それ故、譲渡所得の対象は競落代金そのものであって

、求償権の取立が事実上不能であるとしても、かかる事情は、譲渡所得の成

否に何等の消長をもきたす ものではないといわなければならない,」 と判示 した。

この事実の概要は以下の通りである。原告は、A会 社等に対し店舗及び住宅を賃貸

-39-



していた。原告は、昭和32年 ～昭和34年 各年分の店舗及び住宅賃貸借の収人金及

び経費に関する記帳をせず、かつこれに関する原始記録をも保存 していなかった。

原告所有の資産が代価1070万100円 で競落譲渡された。資産の競落代金は、B会 社

の債務に充当され原告は現実の収益を得ていない。またB会 社に対する求償権の行

使 も事実上不能であるから譲渡所得とはならない と主張した。 これに対 して最高

裁は、判決理由で 「抵当権実行のためのいわゆる任意競売は、担保権の内容を実

現する換価行為であって、競落人は目的不動産の所有権を承継取得するものであ

るから、所得税法9条1項8号 にい う資産の 『譲渡』に該当するとい うべきである。

しか して、資産の譲渡によって発生する譲渡所得についての収人金額の権利確定

の時期は、当該資産の所有権その他の権利が相手方に移転する時であるが、任意

競売におる所有権移転の時期は競落代金納付の時 と解するのが相当である(大 審

院昭和7年2月290判 決民事判例集11巻397頁)か ら、競売による譲渡所得につい

ては、代金納付の時に権利が確定する、とい うべきである。」とした。裁判結果は、

第 一審(長 崎地判昭和39年2月21日 最 高裁判所民事判例集19巻6号1691頁)棄 却

で原告控訴、控訴審(福 岡高判昭和39年9刀29日 最高裁判所民事判例集19巻6号

1702頁)棄 却で控訴人上告、上告審棄却で確定した。本件の主 な評釈として、渡

部吉隆・法曹時報17巻11号(1965年)161頁 、山田二郎・法律のひろば19巻1号(1966

年)46頁 、藤田宙靖 ・法学協会雑誌84巻4号(1966年)162頁 、須貝脩 一・シュト

イエル53号(1966年)1頁 、清永敬次 ・民商法雑誌54巻5号(1966年)89頁 、吉田

富士雄・『租税判例百選』(有 斐閣・1968年)78頁 、町谷勇次・税経通信33巻14号(1978

年)124頁 な どがある.

(24)訟 務月報14巻12号1442頁 。主な評釈として、大塚・前掲注(4)、 竹下・前掲(22)の 他、

吉良実・シュトイエル86号(1969年)8頁 、佐藤孝行・判例評論202号(1975年)28頁 、

山田康王・税務事例9巻4号(1977年)13頁 、浅沼潤三郎・民商法雑誌77巻2号(1977

年)274頁 、石井健吾 ・法曹時報30巻11号(1978年)1835頁 、藤田良一 ・税経通信

33巻14号(1978年)98頁 、清永敬次 『和税判例 百選 〔第2版 〕』(有 斐閣 ・1983年)

70～71頁 、大島隆夫 ・税経通信39巻15号(1984年)8頁 、岡村忠生 『租税判例百

選 〔第3版 〕』(有 斐閣 ・1992年)60頁 が ある。

(25)金 子宏 ・佐藤英明 ・増井良啓 ・渋谷雅弘編著 『ケースブック租税法 〔第3版 〕』(弘

文堂 ・2011年)257頁 。
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(26)行 政 事件裁判例集15巻1号105頁 。 なお、評釈として、波多野弘 ・シュトイエル36

号(1965年)15頁 、吉良実 『租税判例百選 』(有 斐閣 ・1968年)82頁 がある。当時、

税法研究所所員であった吉良教授は、「本件で重要なことは、まず第1に 、事実認

定の段階で実質課税の原則を納税者のために適用 しなかった点であり、第2に は、

資産の無償譲渡の場合に所得ありや否やとい う問題に対 して積極に判断している

点である」とし、吉良教授独自の”実質所得課税論”を展開されている。吉良実 『所

得課税法の論点 〔第2版 〕』(中 央経済社 ・1984年)参 照。

(27)税 務訴訟資料41号1004頁 。

(28)最 高裁の判決理 由は、「売買交換等によりその資産の移転が対価の受人を伴 うと

きは、右増加益は対価のうちに具体化 されるので、これを課税の対象 としてとら

えたのが旧所得税法(…)9条1項8号 〔現行法33条1項 〕の規定である。そ して、

対価を伴わない資産の移転においても、その資産につきすでに生 じている増加益

は、その移転当時の右資産の時価 に照して具体的に把握できるものであるか ら、

同じくこの移転の時期において右増加益を課税の対象 とす るのを相当と認め、資

産の贈与、遺贈のあった 場合においても、右資産の増加益は実現 されたものとみて、

これを前記譲渡所得と同様に取り扱 うべきものとしたのが同法5条 の2〔 現行法59

条1項 〕の規定なのである。…右規定は決 して所得のないところに課税所得の存

在を擬制 したものではなく、またいわゆる応能負担の原則を無視 したものともい

いがたい。」「このような課税は、所得資産を時価で売却 してその代金を贈与した

場合などとの釣合いからす るも、また無償や低額の対価による譲渡にかこつけて

資産の譲渡所得課税を回避 しようとする傾向を防止するうえからするも、課税の

公平負担を期するため妥当なものとい うべきであり、このよ うな増加益課税につ

いては、納税の資力を生 じない場合に納税を強制す るものとする非難 もまたあた

らない。」というものである。

(29)最 高裁判所民事判例集26巻10号2083頁 。判決理由で、最高裁は 「代金の支払方法

が長期にわたる割賦弁済によるときは、特定の年度に集中して課税することなく、

割賦金の支払 またはその弁済期毎にその都度資産の譲渡があるとみて、当該弁済

期等の属する年度毎に個別的に課税すべきであるとする見解は、とうてい採用 し

難いのである。 もつとも、割賦払いの期間が長期にわたるときは、売主は、初年

度において現実に入手 した代金額が過少であるにもかかわらず、より多額の納税
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を一時的に必要 とすることになるわけで、これはもとより好ましいことではない

が、前述のように、年々に蓄積 された増加益が 一挙に実現したものとみる制度の

建前からして、やむをえないところといわなければならない。」と判断した。なお、

裁判長は田中二郎博士であった。主な評釈として、堺沢良・税経通信28巻6号(1973

年)209頁 、清永敬次 ・民商法雑誌69巻1号(1973年)159頁 、一杉直 ・税経通信

33巻14号(1978年)150頁 ・税経通信39巻15号(1984年)76頁 、渡辺徹也 『租税判

例百選 〔第4版 〕』(有 斐閣 ・2005年)74頁 がある。

(30)金 子ほか ・前掲注(25)『ケースブック』260頁 。

(31)手 附 とは、例えば100万 円の物を買 うのに10万 円だけ先に渡すことである。池田 ・

前掲注(20)70頁 は、「平成16(2004)年 改正までの条文では手附と書いていた。ち

なみにわが国の伝統的な法文上 の用語法では、『付』と 『附』を自動詞 と他動詞で

使い分けているといわれる」 とし、同16頁 は 「『附』は 『つく』とい う自動詞的意

味、『付』は 『つける』 とい う他動詞的意味で使われ」たとし、民法の条文ではき

ちん と使い分けられていたと指摘する。なお、元々は道垣内弘人 『ゼ ミナール民

法入門 〔第2版 〕』(日本経済新聞社・2003年)278頁 で指摘されていたそ うであるが、

今回確認できなかった。

(32)高 等裁判所民事判例集19巻4号380頁 。 熊本地裁は、「総収入金額 とはその収入す

べき金額(金 銭以外の物又は権利を以て収入すべき場 合においては、当該物又は

権利の価額)の 合計金額によるもの とされてお り、この規定等からすれば、法は

所得を把握するのに、原則 として、金銭、物、権利を現実に取得できたときでな

く、金銭、物、権利を取得できる地位即ち権利を取得 したときをもって 損益発生

のときとしているものと言うことができる(い わゆる権利確定主義)。 この建前か

らすれば、売買により資産を譲渡 したときは代金債権を取得 したときに譲渡所得

が発生 したものとみるべきことになる。…しかしながら、右の権利確定主義によ

るとの原則も常に絶対的なものではなく、衡 平の見地から所得の実態に即応 して

その適用をゆるめ更には現実収入主 義による方が妥当であると考えられる場合も

あろうから、そのような場合には例外的に右原則の適用を排除すべきものと考え

る。…本件においては権利確定主義の原則をそのままに適用すべきものではなく、

例外的に現実収入主義を適用すべき場合であると認めるのが相当である。」と判断

した。主な評釈として、清永敬次 ・シュトイエル15号(1963年)1頁 がある。
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(33)高 等裁判所民事判例集19巻4号364頁 。 主な評釈として、清永敬次 ・シュトイエル

56号(1966年)16頁 、村重慶 一・税務弘報14巻13号(1966年)86頁 がある。

(34)最 高裁判所民事判例集29巻5号641頁 。最高裁は、「譲渡所得に対する課税は、資

産の値上 りによりその資産の所有者に帰属する増加益を所得として、その資産が

所有者の支配を離れて他に移転するのを機会に、これを清算 して課税する趣旨の

ものであるから、その課税所得たる譲渡所得の発生には、必ず しも当該資産の譲

渡が有償であることを要 しない(最 高裁…47年12月26日… 民集26巻10号2083頁 参

照)。 したがって 、所得税法33条1項 にい う 『資産の譲渡』 とは、有償無償を問わ

ず資産を移転 させるいっ さいの行為をい うものと解すべきである.そ して、同法

59条1項 …が譲渡所得の総収入金額の計算に関する特例規定であって、所得のな

いところに課税譲渡所得の存在を擬制したものでないことは、その規定の位置及

び文言に照らし、明らかである。 ところで、夫婦が離婚 したときは、その 一方は、

他方に対し、財産分 与を請求することができる(民 法768条 、771条)。 この財産分

与の権利義務の内容は、当事者の協議、家庭裁判所の調停若 しくは審判又は地方

裁判所の判決をまって具体的に確定されるが、右権利義務そのものは、離婚の成

立によって発生し、実体的権利義務 として存在するに至り、右当事者の協議等は、

単にその内容を具体的に確定するものであるにすぎない。そして、財産分与に関

し右当事者の協議等が行われてその内容が具体的に確定され、これに従い金銭の

支払い、不動産の譲渡等の分与が完了すれば、右財産分 与の義務は消滅するが、

この分与義務の消滅は、それ自体 一つの経済的利益ということができる。 したが

つて、財産分与として不動産等の資産を譲渡 した場合、分 与者は、これによって、

分与義務の消滅 という経済的利益を享受 したものというべきである。」と判断 した。

なお、竹下重人弁護土が原告 ・控訴人 ・上告人の訴訟代理人だった。本件の主な

評釈 として、伊藤好之 ・税務弘報23巻10号(1975年)126頁 、佐藤義行 ・判例評論

202号(1975年)28頁 、大塚正民 ・税理19巻4号(1976年)170頁 、一杉直 ・税務

事例9巻4号(1977年)23頁 、浅沼潤三郎 ・民商法雑誌77巻2号(1977年)274頁 、

石井健吾・法曹時報30巻11号(1978年)1835頁 、竹 下重人『租税判例百選 〔第2版 〕』(有

斐閣 ・1983年)76頁 、 斉藤明 ・税理27巻5号(1984年)25頁 、橋本守次 ・税経通

信39巻15号(1984年)62頁 、竹下重人 『租税判例百選 〔第3版 〕』(有 斐閣・1992年)

66貝 、鬼塚太美 『租税判例 百選 〔第4版 〕』(有 斐閣 ・2005年)80頁 がある。
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(35)金 子 ほか ・前掲注(25)『ケースブック』261頁 。

(36)民 法768条1項 は、「協議上の離婚をした者の 一方は、相手方に対 して財産の分与

を請求することができる。」と規定する。

(37)最 高裁判所民事判例集29巻5号649頁 。

(38)最 高裁判所民事判例集29巻5号655頁 。

(39)金 子ほか ・前掲注(25)『ケースブック』269頁 。

(40)訟 務月報37巻12号2205頁 。評釈として、佐々木潤子 『租税判例百選 〔第4版 〕』(有

斐閣 ・2005年)76頁 がある。

(41)我 妻栄編集代表、雄川一郎・金子宏編 『租税判例百選』(有 斐閣・1968年)253頁 所収。

(42)竹 下 ・前掲注(22)108頁 。 なお、この箇所で阿南主 税 『所得税法体系』(ビ ジネス

教育出版社 ・1969年)644頁 を引用 している。

(43)竹 下 ・前掲注(22)109頁 。本文引用箇所直前で 「資産が他に譲渡されたときは、対

価の有無にかかわらず資産の増加 益が実現することになるのである。すなわち譲

渡時におけるその資産の客観的価額がその資産の原価又は帳簿価額をこえる部分

が課税対象としての譲渡所得 として把握 されることとなるのである。このように

考えれば所得税法59条 のような 『みなし譲渡』の規定は不必要ということになる。

現行所得税法の解釈 としてこのような考え方が正 しいといえるであろうか。…判

決の考え方はそれぞれの事件における被告(課 税庁)の 見解を殆んどそのまま採

用 したものであるが、実定法の解釈論ではなく租税政策上の議論 としてのキャピ

タル ・ゲイン論に幻惑されたもののように思われ る。…(福 岡高裁昭和41年7月

30日)判 決のように、資産の譲渡によって、増加益が当然に実現 し、課税の対象

である譲渡所得 として把握 されるものであるとすれば、資産の譲渡があったとき

は、その対価の額の如何にかかわ らず、常にその譲渡資産の客観的価額を査定し、

それ と原価又は帳簿価額との差額を算出した うえで、現実収入 との関連で課税所

得を計算 しなければならないことになるのであろうが、現行所得税法はそのよう

な構造をとっていない。」と判例の清算課税説は、現行所得税法の解釈 として誤っ

ている主旨の主張をされていた。なお、この箇所で中川一郎 「現行税法における

基本的法概念としての所得」税法学16号(1952年)4頁 を引用 している。

(44)竹下 ・前掲(22)109頁 ～110頁 。

(45)佐 藤 ・前掲注(3)92頁 。
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(46)水 野武夫 「譲渡担保 と譲渡所得課税」北野弘久編 『判例研究 日本税法体系3租 税

実体法II 租税手続法I』(学 陽書房 ・1980年)64頁 は、「譲渡所得に対する課税は、

資産の値上が りの有無等に関係なく、その資産の譲渡による現実の収入金額から、

その資産の取得費等を控除した残額を所得 としてとらえ、これに担税力を認めて

課税 しようとするものである、とする説である.し たがって、譲渡所得の発生は、

当然に有償による譲渡の場合に限られ、無償による譲渡の場合に課税するために

は、譲渡金額を擬制する特別の規定が必要だということになる。このよ うな考え

方は、現実の譲渡益を所得 と考えるものであるか ら、『譲渡益所得説』と呼ぶのが

適当である。」 とされる。

(47)水 野 ・前掲注(46)80頁 は、「私は『譲渡益所得説』が正当であると考える」と記述する。

(48)日 本租税理論学会編 『キャピタル・ゲイン課税(租 税理論研究叢書3)』(学 陽書房・

1993年)69頁 は、「基本的には、譲渡益所得説に立つべきであろうと考える」 と記

述する。

(49)伊 川 ・前掲注(13)173頁 。

(50)金 子宏 『租税法 〔第16版 〕』(弘 文堂 ・2011年)217～218頁 。

(51)金 子宏 「所得税 とキャピタル ・ゲイン」『課税単位及び譲渡所得の研究』(有 斐閣 ・

1996年)89頁 以 下。91頁 で、次のように主張される。「キャピタル ・ゲインを所得

として課税の対象に含めることは、公平負担の観点か ら、是非とも必要なことで

ある。」結論 として、110頁 ～111頁 で 「各国が原則 として未実現のキャピタル ・ゲ

インに課税 していないのは、それが所得でないからではなく、それを捕捉し評価

することが困難であるためそれに対 して課税するのは実際的でないとい う考慮か

らである。理論上は、これを課税の対象とすることには、何らの障害がない。若

し、未実現のキャピタル ・ゲインに課税するならば、長期譲渡所得の2分 の1課

税に起因する(租 税回避等)の 問題は氷解するであろう。また譲渡所得課税がも

つ とされている凍結効果の問題 も、それによって一挙に解決する。 さらに、土地

や有価証券の価値の増加益が、今日 、経済的不平等ない し社会的不公正の主要な

原因の一つであることを考えると、それを課税の対象とす ることによって、所得

税の再配分機能は著しく強化されるであろう。このように、未実現のキャピタル ・

ゲインを課税対象とすることは、種々のプラスの効果をもつと考えられる。尤 も、

すべての資産について、定期的にその増加益捕捉し評価することは、不可能に近い。
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しか し、 土 地 と有 価 証 券 につ い て だ け で もそ れ が で き れ ば、 所 得 税 制 度 は 、 い っ

そ う有 効 な 経 済 政 策 ・社 会 政 策 の 武 器 とな り うる で あ ろ う。 た だ し、 現 在 の技 術

水 準 で は 、 そ れ は 相 当 に 困難 で あ る。 した が っ て 、 こ の 点 の 技 術 が 改 善 され るま

で は 、 実 現 原 則 は 維 持 され る こ とに な ろ う。」 と され る。

(52)金 子 宏 「租 税 法 に お け る所 得 概 念 の 構 成 」 『所 得 概 念 の 研 究 』(有 斐 閣 ・1995年)

1頁 ～118頁 。

(53)金 子 ・前 掲 注(50)223～224頁 。

(54)佐 藤 ・前 掲 注(3)92頁 。 な お 、 同 書 「清 算 課 税 説 の 行 方 」135頁 ～136頁 参 照 。
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